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中 期 目 標 

 
 

中 期 計 画 
 
 

 
（前文）大学の基本的な目標 

宮崎大学は、「世界を視野に地域から始めよう」のスローガ

ンのもと、学際的な生命科学の創造及び地球環境の保全のため

の科学を志向した教育研究に取り組んできた。 
これらの実績を踏まえ、『異分野融合を軸に「地の利、人の

利」を活かした教育研究等の推進』や『地域と共に興す「新た

に光る宮崎ブランド」の確立と発信』に取り組み、地域活性化

の拠点として、また、特色ある学術研究を宮崎から世界へ発信

する拠点としての機能を一層強化する。 
 上記の目的を達成するため、各分野において以下のような取

り組みを推進する。 
 

【教育】 
異分野融合や地域課題を活かした教育を基盤に、グローバル

社会において地域・日本・世界を牽引できる人材を育成すると

ともに、地域の学びの場としての機能を強化する。 
【研究】 

生命科学を基盤に、環境･食･エネルギーを加えた４分野を重

点分野とし、全学的な連携・融合による研究を推進し、地域発

のイノベーションを創出するとともに、人類・社会の持続的発

展に寄与する。 
特に、産業動物防疫分野においては、地域の特色や蓄積して

きた実績等を踏まえ、世界的な研究及び人材育成の拠点化を目

指す。 
【国際化】 
 県内自治体及び企業等と連携した留学生の受入や海外留学等

を推進し、地域の中核的国際拠点としてグローバルキャンパス

を構築する。 
【医療】 
 県内医療機関において医療情報を共有する次世代医療ICT基
盤を整備し、診療及び研究の高度化を図るとともに、県内唯一

の大学病院として地域医療を主導する。 
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◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 
１ 中期目標の期間 

2016（平成28）年4月1日～2021（平成33）年3月31日 
２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究

科を置く。 
 

 

 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 
１ 教育に関する目標 

 

 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 
 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 
 １）基礎教育と専門教育が有機的に連携した教育システムの整

備・充実を図り、グローバルな視点から自らの力で未来を切

り拓くことのできる資質を備えた人材「グローバルデザイナ

ー」を育成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ２）大学院では、「グローバルデザイナー」としての資質を深

化させるため、高度な専門性及び国際性を備えた人材を育成

する。 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 
① 地域をフィールドとして培った確かな課題解決力と実践的な語学力を武器に、グロ

ーバルな視野で主体的に活躍できる人材を育成するため、基礎教育（教養教育）と専

門教育との有機的連携教育課程を、平成29年度までに完成させる。 
② 地方創生という社会的要請に応えるために設置する「地域資源創成学部」での文理

融合教育、実践重視教育カリキュラム、及びそれを保証するための教育の質保証シス

テムを平成31年度までに完成させ、その成果を全学に波及させる。 
③ 主体的に学習し、かつ実践的な経験に裏付けられた確かな課題解決能力を持つ学生

の育成に向け、平成30年度までにカリキュラムの70％程度の科目にアクティブ・ラー

ニングの教育方法を導入する。 
④ 基礎教育カリキュラムの語学教育を検証・改善するとともに、専門分野毎の英語

（ESP）教育カリキュラムを完成させる。さらに、プレゼンテーション能力向上や留学

生と英語で会話する機会の提供など、学生の語学力を高める多様な課外語学教育プロ

グラムを充実する。 
 
① 大学院課程における、専門分野の枠を越えた統合的かつ体系的な教育としての異分

野融合教育を農学工学総合研究科及び医学獣医学総合研究科を軸に推進し、第３期中

期目標期間の後半には、教育の質の保証及び向上を担う全学委員会において、その教

育成果を検証し、教育プログラムのさらなる改善を行う。 
② 世界で活躍できる人材「グローバルデザイナー」としての資質を深化させるために、

外国及び地域をフィールドとした高度な課題解決能力育成と、専門の研究分野で十分

通用する語学力育成のための大学院教育プログラムを発展させる。また、日本人大学

院生の海外経験や外国人留学生との交流プログラムを増加させる。 
③ ディプロマ・ポリシーに掲げる人材を養成・輩出するため、大学院教育における教

育課程の体系化、厳格な成績評価、学習成果の可視化等の教学マネジメントシステム

をさらに充実させるとともに、フィールド教育、プロジェクト型学修（PBL） 、ICT
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活用等を大幅に取り入れた学習指導方法を徹底させる。 
 

（２）教育の実施体制等に関する目標 
１）学修支援機能を強化するため、教育環境の整備を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）教育の成果・効果を検証するシステムを強化し、教育の質

の向上及び改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（３）学生への支援に関する目標 
１）学部･大学院学生の希望や専門領域に応じた学修支援及びキ

ャリア形成支援等を充実・強化する。 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 
① 基礎教育と専門教育の有機的かつ一体的な接続及び迅速な教育改善をより一層推進

するための教育関連組織について検討し、平成31年度までに再編する。 
② 学習支援機能を強化し学生の能動的学修を推進するために、ラーニングコモンズ（ア

クティブラーニングサポートルーム、グループ学習室）、ICT環境等を整備・充実し、

学習環境の改善を引き続き計画的に実施する。 
③ 実践的でかつ社会への視野も深める学修経験を可能とする教育環境を実現するた

め、教育関係共同利用拠点やGAP認証施設（食の安全や環境保全への取り組みである

Good Agricultural Practiceを導入し、一定基準を満たした農場等）などの教育環境を整

備するとともに、高等教育コンソーシアム宮崎、国内外の教育研究機関及び企業等が

学生の教育に参画する体制を構築する。 
 
① 厳格で透明性の高い成績評価を一層推進するために、第２期中期目標期間に整備し

た学習管理システムを活用した学修達成度評価方法を開発し、履修指導等の充実に活

かす。 
② 学修到達度の測定方法を整備するため、各授業科目におけるルーブリックを導入す

るとともに、学生による「学習カルテ：アンケート」や卒業後の学生及び就職先から

の意見を取り入れた、新たな自己点検評価の仕組みを平成30年度までに整備する。 
③ 全学及び教育課程ごとのPDCAサイクル（Plan→Do→Check→Act）による教育改善体

制をさらに強化するとともに、教員の教育能力を高めるため、教員の教育活動表彰制

度を充実する等で、一層FD（Faculty Development：教員の授業内容・方法を改善する

組織的な取組）活動を活発化する。 
 
（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

① 学修相談、助言、支援を適切に実施するため、入学前から卒業後まで一貫して学生

を支援する体制を平成30年度までに確立する。 
② 地域での就職を促進するため、地域を志向した教育カリキュラムの整備に加え、宮

崎県や中小企業連合会、自治体などとの連携を強化し、地域インターンシップ事業の

拡充を図り、キャリア形成支援を充実させる。また、第3期中期目標期間に就職ガイダ

ンス、会社説明会、就職相談、職場見学等の取組に対応できる体制を整備し、九州地

域への就職率75%以上を達成する。 
  ③ 教員養成分野では、宮崎県教育委員会との連携協議会や外部評価等を継続的に行う

ことにより、小学校英語や特別支援教育の強化等、宮崎県のニーズに合った授業科目

の新設・充実をはじめ、教職に対する意識の高揚を図るための授業科目の新設等のカ

リキュラム改革を行うとともに、宮崎県の教員を志望する学生を受け入れるための入

試改革、小学校教員の養成を強化したコースの再編等を行うことにより、宮崎県にお

ける小学校教員養成の占有率を第３期中期目標期間中に50％を確保する。さらに、教
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２）学生生活に関する相談・支援体制を充実・強化する。 
 
 
 

 
 
 

（４）入学者選抜の改善に関する目標 
 １）アドミッション・ポリシーに基づき、多面的・総合的に評

価する入学者選抜方法を整備する。 

職大学院において、研究者教員と実務家教員との協働により実践的指導力を高め、修

了者（現職教員を除く）の教員就職率を第３期中期目標期間中に90％を確保する。 
 

① 警察等からの講師派遣による交通安全、薬物及びサイバー犯罪等に関する講習を実

施するなど、学生の生活安全教育を充実・強化する。また、経済的支援が必要な学生

に対する大学独自としての奨学金制度の拡充、専任教員を配置した障がい学生支援室

による障がい学生への入学から卒業まで一貫した組織的な修学支援の実施など、学生

生活に関する支援体制を充実する。 
 

 
（４）入学者選抜の改善に関するための措置 

① 志願者・入学者の追跡調査及びIR（Institutional Research）分析の結果を活用しつつ、

外部試験の活用や「確かな学力」を総合的に評価可能な選抜方法を平成30年度までに

検討し、第３期目標期間中に改善する。 
 

 
２ 研究に関する目標 

 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

１）研究戦略に定める世界水準の重点領域研究を推進するとと

もに、異分野融合を軸に、日照時間が長く自然環境に恵まれ、

農林水畜産業が盛んな地域の特質を活かした宮崎発のイノ

ベーションを創出する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
① 研究戦略に掲げる生命科学・食の分野では、医学獣医学総合研究科、フロンティア

科学実験総合センター及び産業動物防疫リサーチセンターを中心に、人獣共通感染症

・地域特有感染症防除、生理活性物質探索、食品機能性開発等の先端研究を医学・農

学融合で推進し、研究成果として第３期中期目標期間にそれぞれの分野及びその関連

分野での論文引用度トップ５%の論文を新たに20報創出する。 
② 研究戦略に掲げる環境保全・再生可能エネルギーの分野では、農学工学総合研究科

を中心に、低炭素型社会の実現に向けた新エネルギー技術開発、地域資源循環型社会

の構築に向けた環境保全技術開発、気候変動へ対応できる次世代農林水産業に関わる

生産基盤研究、６次産業とアグリビジネス研究等、宮崎の地域特性を活かし、地域資

源創成に寄与する異分野融合研究を推進し、研究成果を第３期中期目標期間に実用化

して、宮崎発のイノベーションを創出する。 
③ 産業動物防疫リサーチセンターは、宮崎県が日本でも有数の畜産県に立地している

という特色を踏まえ、産学官と連携してセンターを次世代・近未来型の防疫戦略を創

出するシンクタンクとして機能させ、アジアを中心とする海外の大学や研究機関との

連携を強化し、研究者コミュニティとともに、畜産フィールドと直結した実践かつグ

ローバル化時代に対応した防疫戦略構想の構築や産業動物防疫に関する世界水準の共

同利用・共同研究体制を構築し、平成30年までに、国際研究・人材育成拠点を形成す

る。 
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（２）研究実施体制等に関する目標 
１）研究戦略に即した重点的な研究環境の支援体制を整える。

また、他機関との連携や共同研究の推進に伴う研究実施体制

を整備する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）次世代のイノベーション創出に向け、多様な個性と能力を

最大限に活用するため、女性･若手研究者の確保と育成を推進

する。 
 

 
 
 
 

３  社会との連携や社会貢献及び地域を志向した 教育・研究に

関する目標 
１）産学官共同・連携研究を推進し、大学での研究成果を地域

社会に還元する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
２）地（知）の拠点として、宮崎県等と問題意識の共有と連携

を行い、全学を挙げて地域の課題解決に取り組み、本学独自

の「地域志向型一貫教育」を構築する。 
 
 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 
① 本学の研究戦略に沿った重点領域の基礎・応用研究及び異分野融合研究等を推進す

るため、研究環境（共同研究スペース・設備、共有機器等）を充実させるとともに、

平成30年度を目標に、研究経費、研究スペース等を効果的に配分するシステムを構築

し、特色ある研究の展開力を強化する。 
② 戦略的な研究チームの柔軟な編成が可能となる制度を構築し、強化すべき研究領域

を学部横断型の研究ユニットとして整備の上、国際共同ラボの設置も視野に、他機関

（大学・自治体・企業等）の研究者・技術者等との共同プロジェクトチームを編成し、

イノベーション創出を推進する。 
また、平成29年度までに研究支援組織等の見直しを行い、イノベーション創成プロ

ジェクトチームを推進・支援する体制を整える。 
 

① 本学の重点的教育研究分野を担う優秀な若手教員確保のため、第２期中期目標期間

の成果を踏まえ、自立した研究環境とインセンティブを与えるテニュアトラック制度

の全学への定着などにより、次世代のリーダーとなる若手研究者を毎年複数名採用し、

本学の教育研究のレベル向上と活性化を図る。 
また、女性研究者の確保・育成支援を推進し、女性研究者比率20％以上の達成に向

けて全学的に取り組む。 
 
 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した 教育・研究に関する目標を達成するため

の措置 
  ① コーディネーターの育成による産学官共同・連携研究の企画・調整及び研究資金調

達支援の機能強化とともに、県内自治体、企業、教育機関等と連携した、共同研究・

受託研究等を推進し、平成31年度までに３件以上の研究成果を宮崎県の基幹産業であ

るフードビジネス等において実用化し、農林水畜産業の６次産業化や地域の雇用創出

に繋げる。 
  ② 公開講座及び技術者研修会等の企画・運営を一元的に行う組織を設置するとともに、

それらを市民等に提供する場を交通利便性のよい場所に整備し、自治体、企業等との

連携による体系的な生涯学習及び職業人の学び直しの機会を提供する。 
  ③ 県内の高等教育機関や初等中等教育機関、教育委員会、生涯学習施設等との連携を

推進し、次代を担う青少年を育成するために、スーパーグローバルハイスクール事業、

県の青少年育成事業及び本学独自事業等を通じた教育活動に寄与する。 
 
  ① 全学的な「宮崎地域志向型一貫教育カリキュラム」を構築し、中山間地域の活性化

などの地域課題の解決策の企画・提案までを行える学生「地域活性化・学生マイスタ

ー」を、平成31年度以降は年間150名以上養成する。 
  ② みやだいCOCフーズサイエンスラボラトリーを活用し、学生、教職員及び企業関係

者等が農畜産加工品や食品分析に関する研究、実習、研修等をともに行うことにより、
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４ その他の目標 
 

（１）グローバル化に関する目標 
１）地域の中核的国際拠点として、グローバルキャンパスを構

築し、更なる国際展開に務める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
２）グローバル社会で活躍する人材を育成するために、日本人

学生の外国語教育の充実を図り、外国人留学生等との交流を

推進する。 
 
 
 
 
 
 
 

宮崎の食と健康に関する産業の中核的人材となり得る学生を養成する。 
  ③ 教職員及び学生が地域活動を行う上での課題等を抽出し、学内の支援体制を点検・

整備することにより、学生に対する学びの機会の充実とともに、地域活性化に向けた

地域貢献活動を推進する。 
 
 

４ その他の目標を達成するための措置 
 

（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 
① 留学生担当窓口、海外拠点オフィスや留学生同窓会の機能充実を図り、第３期中期

目標期間中に学部における留学生数を25名程度、研究科全体の留学生数を60名程度増

加させる。また、グローバルキャンパスに対応した事務体制の強化及び学内文書の英

語化を進めるため、事務系職員の英語研修を充実し、平成32年度までにTOEIC730点以

上のスコアをもつ職員を20名まで増加させる。 
② 留学生の受け入れや派遣を推進するため、第３期中期目標期間中にクォーター制を

導入する。 
③ JICA（国際協力機構）等との国際機関の連携により、ミャンマー国政府機関との協

働による現地における技術者教育や安全な水供給などを通じて地下水高濃度ヒ素汚染

対策を実施する。 
また、海外の研究機関等との国際防疫コンソーシアムを構築し、高病原性鳥インフ

ルエンザや口蹄疫などの産業動物由来の人獣共通感染症及び動物感染症防疫に取り組

む。 
さらに、地域の産業等の国際化に寄与するため、各国からの研究者・技術者を受け

入れて地域での技術研修を実施するとともに、宮崎県等と連携して宮崎の企業等と各

国とを結ぶコーディネートの役割を果たす。 
 

① 「グローバルデザイナー」の育成を視野に入れた、専門課程とつながる英語教育カ

リキュラムを平成31年度までに整備する。また、外部試験等の利用も含めた、その達

成度評価の方法について学部のニーズに応じた検討を行う。 
② 第３期中期目標期間中に、各学士課程（免許取得を目的とする学科課程は除く）専

門科目の50%、大学院修士課程（教育学研究科は除く）の授業科目の70%、大学院博士

課程では100%の授業に英語を使用した授業を導入する。 
③ 海外派遣制度等を充実させ、第３期中期目標期間中に、日本人学生の海外派遣数を

平成26年度実績（129名）の２倍程度まで増加させる。 
④ アジアを中心とした海外交流協定校及び地域企業等との協働により、各国で活用で

きる遠隔日本語教育教材を開発し、海外オフィスや協定校における日本語教育を実施

するなど、日本語教育支援を充実し、アジア日本語教育連携体制を確立する。 
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（２）附属病院に関する目標 
１）全国レベルの次世代医療ICT基盤を宮崎県に導入し、医療

情報を共有、活用することにより、診療及び研究の高度化、

効率化を図る。 
 

 
 
２）本学が指定管理者として 管理運営を行う「宮崎市立田野病

院」及び「介護老人保健施設さざんか苑」を活用した地域医

療連携体制を構築する。さらに、宮崎県や医師会と連携し地

域医療計画策定と実施の支援を行い、宮崎県内唯一の大学附

属病院として、宮崎県の地域医療を主導する。 
 

 
 
 

 
３）臨床研究の倫理、臨床論文作成を含めた臨床研究支援体制

を確立する。 
 
 
４）本院の理念である診療、教育、研究を遂行するために、医

師の労働環境改善やブラッシュアップに努め、十分な医師を

確保する体制を整備する。 
 
５）病院管理会計システム（HOMAS2）、宮大病院データウェ

アハウス、国立大学病院資料等を活用して統合的に附属病院

経営を評価し、臨床指標等のデータに基づくPDCAサイクル

を回す体制を構築し、病院経営の基盤の改善、強化に努める。 
 
６）医療安全の取り組みを強化する。 
 

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置 
① 診療の高度化、効率化のため、平成29年度までに８つの県内医療機関において医療

情報を共有するためのICT基盤整備を行うとともに、平成31年度までに平均在院日数15
日未満、医療・看護必要度20%以上を達成する。 

② 平成29年度までにICT基盤を活用した医療情報の研究等への活用のための運用方針

や体制の整備を行い、平成31年までに活用状況を検証し、改善する。 
 

① 平成29年度までに田野病院の管理体制を整備し、さらに、附属病院の前方（入院前）

連携、後方（退院後）連携を強化し、地域医療連携を推進する。 
② 医学部ならびに附属病院の地域における教育の拠点として設置したコミュニティ・

メディカルセンターを中心に、平成28年度に総合医育成のための卒前・卒後研修・専

門医の一貫教育プログラムの開発を行い、平成29年度から実施し、平成31年度に見直

しを行う。これらの総合医教育には、本学が指定管理者として管理運営を行う「宮崎

市立田野病院」及び「介護老人保健施設さざんか苑」を活用する。 
③ 宮崎県や医師会と連携し、平成29年度までに宮崎県の医療圏別患者動態や医療供給

体制の分析を実施し、平成30年度より地域医療計画策定と実施の支援を行う。 
 

  ① 臨床研究支援体制を強化することにより、臨床研究の倫理指針違反の予防と早期発

見を行い、臨床研究実施計画書プロトコールの作成など臨床研究に関わる業務を支援

すると共に、臨床研究に関する英語論文を増加させる。 
 

① 平成28年度に内部及び外部の調査を実施し、平成29年度に医師ブラッシュアップア

クションプログラムを策定し、平成31年度に効果を検証し、改善する。これらの取組

により、附属病院の研修医マッチングにおけるマッチ者数を毎年40名以上とする。 
 
① 毎年経営目標を策定、検証するとともに、平成29年度までに病院管理会計システム

（HOMAS2）と宮大病院データウェアハウスを活用し臨床指標等のデータに基づく

PDCAサイクルを回す経営分析体制を構築し、病院経営の基盤の改善、強化する。 
 
 
① 特定機能病院としての医療安全の質の向上のために、医療安全管理部に専従の医師

を配置し、専任事務を含めた組織を確立する。 
② 電子カルテ上で医療安全管理の観点からデータの抽出やスクリーニングが行えるシ

ステムを構築する。 
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（３）附属学校に関する目標 
１）学校種間の接続や一貫教育に関わる先導的で実験的な教育

課程、学習指導法等を研究し、改善を推し進め、優れた教育

実践を普及・啓発する。 
 
 
 
 
 
 

２）附属学校での実習を通じて学生・院生の実践的指導力を育

成するとともに、附属学校での教育活動への参画を通じて学

部・研究科教員の実践的な指導力をより高める。 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 
① 学部・研究科と附属学校園の共同研究（学部・研究科における研究への協力を含む）

の推進や公開研究会開催、並びに、公立小中学校教員等を対象にした従来の研修機会

（公開研究会における教科等授業研究会、県教育委員会や市町村教育委員会が主催す

る研修会の講師や発表者としての研究機会）等の活用に加えて、附属教育協働開発セ

ンター・宮崎県教育委員会・附属学校教員との協働による参加型の研修機会の導入に

より、学校種間の接続や一貫教育、アクティブ・ラーニングおよびICT教育等に関わる

先導的で実験的な教育課程、学習指導法の在り方等を研究し、優れた教育実践の研究

成果を学部・研究科の教育に反映させるとともに、地域へ普及・啓発する。 
 
① 附属学校園での学生・院生の教育実習内容を充実させることにより、その実践的指

導力を育成する。また、学部・研究科教員のうち、学校現場での指導経験を有してい

ない教員や新人教員を中心に、10講座以上の授業や10名以上の現場参観を毎年実施す

ることにより、学校現場で指導経験のある教員の割合を現在の約20％から第３期中期

目標期間中に30％に増やし、実践型教員養成機能への質的転換を図る。 
 
 
 

 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 

１ 組織運営の改善に関する目標 
１）全学的な戦略に基づき、ガバナンス機能の強化に繋がる学

内資源再配分などの組織運営の改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）教職員の人事・給与制度の適正化や弾力化に努めるととも

に、教職員の能力強化を推進する。 
 
 
 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 
① 経営協議会の運用改善等を行うとともに、企業、自治体等の学外者を交えた懇談会

の開催などにより、学外者の意見を集約し大学運営や教育研究の組織的改善に反映さ

せる仕組みを構築する。また、監事が財務や会計だけでなく、大学のガバナンス体制

等についても監査する体制を強化する。 
② 学長のリーダーシップにより、大学のミッションやビジョンに基づく戦略的・意欲

的な事業や取組を推進するために、各部局の年度計画への対応や評価結果を踏まえた

学内予算及び学長管理定員等の資源の戦略的運用を図る。 
また、教育・研究活動の活性化に資することを目的に、共同研究の推進、重点研究

の機動的運用、多様な利用者の交流・学修等のためのスペースとして、大規模改修等

において共同利用スペースを整備面積の20％以上確保する。 
 
① 教職員の資質向上及び教育研究の活性化を図るため、年俸制及びクロスアポイント

メント制度の導入などの人事給与システム改革や業績評価の充実、計画に基づく若手

教員の雇用促進を行うとともに、大学経営等に関する能力向上のためのSD（Staff 
Development：教職員の能力向上のための組織的な取組）活動に取り組む。 
 なお、年俸制については、第3期中期目標期間中に教職員の12％以上に導入する。 
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３）学内の教育・研究・社会貢献・大学経営等に関する情報を

収集・分析し、大学運営に活用する。 
 
 
 
 
４）教育、研究、社会貢献及び大学経営を支援するため、安心、

快適な情報環境を持続的に整備する。 
 

 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標 
１）本学の強みや特色、社会的役割を常に見直し、大学の機能

強化に繋がる教育研究組織の改革を行う。 
 
 

 
 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
１）積極的な業務改善により業務の効率化・合理化を図るとと

もに、その改善結果を踏まえた事務組織の見直し等を行う。 
 
 
 

  ② 男女共同参画を一層推進するため、組織運営の改善に資するよう役員等管理的立場

にある女性教員を３名以上にするとともに、事務系管理職の女性比率12％以上を確保

する。 
     

① ガバナンス機能強化を支援するために必要なデータ（学内外の教育・研究・社会貢

献・大学経営等に関するデータ）を蓄積・提供するための環境（データウエアハウス）

及び分析方法を平成30年度までに確立し、本学の強み・特色ある分野の強化や組織改

革など、大学運営の支援に活用できるようにする。 
  
 

① 効果的かつ安全に情報の共有と利活用ができる情報基盤を整備するために、平成31
年度までにキャンパス情報システムを更新し、かつ国際基準に準拠した情報セキュリ

ティ管理体制を構築する。 
 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 
① 平成28年度の地域資源創成学部の設置を中心とした組織改革の成果を踏まえ、大学

院の再編について検討を進め、平成32年度に実施する。 
また、本学の強み・特色である生命科学分野を強化し、ヒト・動物の健康と疾病に

関する国内外の研究及び人材養成の拠点となる新たな組織の設置など、学内共同教育

研究施設の再編について検討を進め、平成31年度末までに実施する。 
 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 
① 本学が策定した事務等の効率化・合理化の方針及び取組計画に基づき、PDCAサイク

ルによる事務の効率化・合理化の継続的な取組を行う。 
また、平成31年度までに事故・災害その他の緊急時に備えた他大学等との連携体制

を構築する。 
 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 
１）安定した財務の確立をめざし、外部研究資金、寄附金その

他の自己収入の増加に努める。 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 
① 外部研究資金等の安定的確保に向けた取り組みを推進するため、学内予算や学長裁

量経費等により、獲得組織・研究者双方に対し、予算面・処遇面の両面から獲得状況

に応じた支援を行う。また、基金等の新たな資金調達について検討し実践する。 
 

２ 経費の有効活用に関する目標 
１）大学戦略や機能強化に繋がる経費の有効活用を推進する。 

２ 経費の有効活用に関する目標を達成するための措置 
① 大学の戦略に基づき、メリハリのある予算配分方法を構築し、毎年度検証及び改定

するシステムにより、大学の機能強化に繋がる経費の有効活用を図る。 
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３ 資産の運用管理の改善に関する目標 
１）大学の機能強化に繋がる、資産の運用管理の改善や有効活

用に努める。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
① 土地・建物や学内資金等の保有資産について、大学の機能強化に資する運用計画等

を策定し、毎年度点検し、必要に応じて改善することにより、効果的な利活用を推進

する。 
 

 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき

措置 
 

１ 評価の充実に関する目標 
１）大学の諸活動について、恒常的なPDCAサイクルの下、不

断の見直しを行う。 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 
① 宮崎大学未来ビジョンやミッション再定義等を踏まえた諸活動の達成状況を評価す

るための指標を設定するとともに、指標に関する客観的データを恒常的かつ効率的に

収集・蓄積し、全学的な観点による取組成果の検証が可能な新たな点検評価体制・シ

ステムを平成33年度までに構築する。 
 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 
１）情報公開や情報発信等を推進し、国内外へのアカウンタビ

リティを果たす。 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 
① 教育研究及び大学運営に関する情報を大学ポートレート等を活用しながら発信する

とともに、平成30年度までに新たな宮崎大学英文ホームページを立ちあげる等、様々

なステークホルダーに対しての情報発信力を充実する。 
 
 
 

 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 
 

 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 
１）大学の経営戦略を踏まえ、強みや特色を活かす教育研究環

境施設等の整備・活用を図り、環境保全を推進する。 
 
 
 
 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 
① 本学の基本理念、将来構想、戦略等を踏まえた秩序あるキャンパス整備を進めるた

めに作成したキャンパスマスタープランに基づき、教育研究環境の質の向上や既存施

設の有効活用等を図るとともに、省資源・省エネルギー等の対策として、老朽化した

照明器具や空調機器等を高効率機器へ更新するなど環境負荷の低減に取り組むため適

切な整備を行う。 
 

２ 安全管理に関する目標 
１）学生及び教職員の安全管理に十分に配慮し、安全安心なキ

ャンパス環境を維持する。 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 
① リスクへの対応を強化するため、危機管理に関する組織・体制を見直すとともに、

各種の規程やマニュアルが体系的かつ実情の変化に対応した内容となっているかを恒

常的に確認して必要な変更を行う。また、マニュアルに沿った事象別の訓練を平成31
年度までに実施し、訓練等で明らかになった課題についてもマニュアルに反映させる

ことにより、PDCAサイクルを実現する。 
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② 「教職員のための障がい学生修学支援ガイドライン」に沿って、バリアフリー化や

障がい学生支援に関するFD/SD研修会の開催を行うとともに、支援体制のPDCAサイク

ルを回し、障がい学生支援のためのキャンパス環境を整備・充実する。 
 

３ 法令遵守等に関する目標 
１）法令遵守を啓発・徹底し、適正な法人運営を行う。 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 
① 適正な法人運営を行うため、本学の「法令遵守の推進のための方策」に基づき、毎

年度「法令遵守の推進の取組計画」を策定し、教職員の法令遵守の徹底を行う。 
② 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」及び「研究機関に

おける公的研究費の管理・監査のガイドライン」に基づき、研究者並びにその補助者

等に対する研究倫理教育プログラム等の受講を義務づけるとともに、全学の研究活動

不正・研究費不正使用防止推進部署と各部局に置く研究倫理教育及びコンプライアン

ス推進責任者等が連携し、不正行為を事前に防止する取り組みを推進する。 
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中期目標 中期計画 
 
別表１（学部、研究科等） 

 
 
学 
部 

 

 
教育学部 
医学部 
工学部 
農学部 
地域資源創成学部 

 
 
 
研 
究 
科 

 
教育学研究科 
看護学研究科 
工学研究科 
農学研究科 
農学工学総合研究科 
医学獣医学総合研究科 
 

 
別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同
利用拠点） 

  

 
【教育関係共同利用拠点】 

九州畜産地域における産業動物教育拠点（農
学部附属フィールド科学教育研究センター・住
吉フィールド（牧場）） 

 
照葉樹林とスギ林業および多様な森林生態系

を生かした教育共同利用拠点（農学部附属フィ
ールド科学教育研究センター・田野フィールド
（演習林）） 

 

 
別表（収容定員） 

学
部 

教育学部     ４８０人 

医学部      ９２０人（うち医師養成に係る分野６６０人） 

工学部     １５００人 

農学部     １２００人（うち獣医師養成に係る分野１８０人） 

地域資源創成学部 ３６０人 

研
究
科 

 
教育学研究科    ７２人    うち修士課程    １６人 
                   専門職学位課程 ５６人 
                
看護学研究科     ２０人     うち修士課程    ２０人 
       
工学研究科     ２６８人    うち修士課程   ２６８人 
       
農学研究科     １３６人    うち修士課程   １３６人 
       
農学工学総合研究科  ４８人   うち博士課程    ４８人 
       
医学獣医学総合研究科 １０８人  うち修士課程    １６人 
                   博士課程    ９２人 

 
  

 


